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研究背景 

（経済産業省 資源エネルギー庁 「電力調査統計」より作成） 

震災前（２０１１年２月） 震災後（２０１２年11月） 
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地熱発電に着目した理由 

地熱発電 太陽光発電 風力発電 

設備利用率 80％ 12％ 20～30％ 

季節、天候
の影響 

受けにくい 受けやすい 受けやすい 

発電量の 
コントロール 

容易 困難 困難 

 
 
 
 
 
 
 
 

  
               （環境省 「コスト検証委員会」より作成） 

 
 

4 



日本の地熱発電 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

         （JOGMEC 地熱資源情報より作成） 

発電所数 発電能力 国内地熱 
発電量 

資源量 資源 
活用量 

18 53万6000kw 0.2％ 2300万kw 2％ 

順位 国名 資源量 
1 アメリカ 3900万kw 
2 インドネシア 2700万kw 
3 日本 2300万kw 
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普及しない理由 
①コストが高いこと 
    高額な建設費 掘削の際、想定した水準の地 
    熱資源を得られない可能性（リスク）がある 
 
②地熱資源の確保が困難 
    地熱資源の79%が自然公園内にあり、自然公 
    園法によって開発が規制されている 
 

③温泉街（旅館、周辺住民）の反対があること 
    景観や枯渇に対する対策が不十分 
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①コストの解決策 
      固定価格買取制度（FIT）の利用 
 
調達価格：15000kW以上→43.2円/kWh 
調達期間：15年 
 
 
 
 
 
→①コスト面の課題クリア 
 
 
 

八丁原2号機地熱発電所 
（281億円） 

↓ 
５年３ヵ月で 

建設費の回収が可能 
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（撮影者：岩田和之） 



②自然公園の開発規制緩和 
保護重要性の高くない地域において 
 条件付きで開発が認められるようになった 
 
    「自然環境の保全と地熱開発の調和」 
 
 

   →②自然公園の課題は改善しつつある 
  (例えば、湯沢発電所の新規建設） 
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③残る温泉街の反対 
無秩序な地熱発電開発に反対（日本温泉協会） 
 

    声明文を出し、５つの提案 
 
提案の１つに 
 「被害を受けた温泉と温泉地の回復作業の明文化」 
               
 
 

政策提言として、 

温泉街の補償制度提案 
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先行研究 
 
『東日本大震災によって発生した災害廃棄物の処理と

NIMBY症候群』 （2012年） 押谷 一 
 
 
『地熱発電と温泉地との共生に関する調査報告書-地熱発電
の現状と考察-』（2013年）  

  全国旅館ホテル生活衛生同業組合会 
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本稿の目的 
           

補償制度として、入湯税の増税による 
基金の設立 

 
その結果として、 

地熱発電の普及を促進させる 
  （2030年までに162万kw 資源エネルギー庁） 
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＊入湯税：地方税であり温泉周辺の整備に使われる 



温泉問題対策基金 
地熱発電所の建設と稼働により問題が起こっ
た場合の補償金とする 
 

原資を温泉利用客に求めることが可能か 

 
   群馬県伊香保温泉街で 
     アンケート調査 
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（Google  マップ) 



アンケートの概要 
伊香保温泉街の近隣に地熱発電所を建設することが
決定したという架空の状況を設定 
 

枯渇してしまう可能性が10%（40%、80%をランダムに
表示）の時に枯渇対策分として現行の入湯税（150円）
への追加的支払意思額 
 
 
（温泉の枯渇率が0%の時に1人あたりが支払う金額）
×（年間利用客数）＝（年間の基金） 
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アンケート結果１ 
日付：７月19日、8月19日 
238人（男性104人、女性131人、無回答3人） 
 
 

 
 
 
 
 
 

枯渇率 平均金額（円） 

ー 374 

0.1 約376 

0.4 約286 

0.8 約458 
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アンケート結果2 
金額データのヒストグラム・枯渇率ごとのデータ数 
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利用客の支払意思額の分析結果 

メディアン回帰を利用 
 

 
 
 
 

枯渇率が0%の時、185.7円追加的に支払うこと
が可能 

 

枯渇率が100%の時、約328.6円（＝
142.9+185.7）追加的に支払うことが可能 

 

（支払意志額）＝185.7+142.9×（枯渇率） 
＊両係数とも１%水準で有意 
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政策提言１（基金設立） 
温泉街の補償のための入湯税の増税による基金設立 
 
利用客の意思→伊香保温泉に対し、1人185.7円上乗せして
支払ってもよい 

  年間観光客数→約140万人 
  185.7円×140万人≒2億6000万円 
   
   
    
 
 
 

年間約２億６０００万円の資金が創出 
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政策提言２（使途の特定化） 
温泉街に問題（枯渇、騒音景観悪化による利用客減少）が起   
きた場合 

  →基金を利用 
温泉街に問題が起きなかった場合 
  →入湯税により創出された基金は増加し続ける 
   
  余剰金の使途を明確化する 
   
  

一定額 

余剰金 

おんせん 

基金として保有 

例：１．温泉井戸の修理、交換 
      ２．公共施設の整備 

18 

  （撮影者：岩田和之） 



今後の課題 
できるだけ多くの温泉地で同様の調査を行う必要がある 

 
さらに多くの人々にアンケート調査を行う必要がある 

 
詳細な分析を行う必要がある 

 
収益のBAU比を求める必要がある 
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